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＜卒論集に寄せて＞   
岩本ゼミに所属してから1年が過ぎようとしている（二，ほんの巡り合わせからみんなに出  
会い、現在に至る（‥，名ばかりのチューターで、自分の力不足から特に今回の主役である4  













みんなに分かりにくいかもしれない。   
もしも苦しみのどん底にはまった時、この論集を開き懐かしき日々を思い出して欲しいく，  




いただけるなのら幸いである。   
原文を卒論集用に多少省略、加筆したが、本稿で論じたいのは「言うは易し、行うは難  
き」問題を、農業という分野の、そのまた細分化された範囲から捉え、現場の苦労を浮き  







な立場に置かれた人々のことを常に思い、広い視野で物事を考えていて欲しい。   
本稿は、以上の問題意識に基づき構成されている．。しかし、それを表現しきれない点は  
すべて自分の力不足であり、ご指摘を受けられれば幸いである．J  
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＜論文要旨＞   
国内農業の危機が叫ばれて久しい（＝，各種の法制によって内外から保護されていた日本の  
国内農業も自由化の嵐に巻き込まれ、農家は競争原理の中でそれぞれの生きる道を選択せ  
ざるをえない（＝，そこで採用された対応策のひとつが「農産物の高付加価値化戦略」である。   
価格面のみでは外国産品に太刀打ちできない生産者が、付加の高い農産物を供給する事  
















提携が本稿のキーワードである。，   
生産者と消費者がより有機的に交流、提携し、そのつながりを利用することで、互いの  
要求を汲み取り、生産現場を再認識し、農産物の高付加価値化戦略に弾みをつけることは  
不可能ではない．〕   
本稿では、具体的事例として「京野菜のブランド化戦略」を中心に取り上げながら、農  
業の高付加価値化戦略、そして消費者との交流がどのようなものであるべきかについて論  
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らの一方的な農産物の「押しつけ」では、せっかくの戦略も持続不可能である－二，   
本稿では、高付加価値化戦略の1つである農産物のブランド化を通して、生産者、消費  
者両者にとって望ましい農業経営の方向を検討するく。  
第1章 京野菜の高付加価値化戦略   
京都府では府、各市町村、農協などが協力して「京野菜のブランド化」戦略に取組んで  
いる（〕もちろん、農産物のブランド化戦略を採用しているのは京都府に限られたことでは  
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ない（〕大分県の「1村1晶運動」もブランド化戦略のひとつとして考えられるし、大阪府  
でも、また長崎県でも「長崎ブランド」としてブランド化戦略に取組んでいる．二）   
こうした事例の中から本稿では、関西の一大消費地である京阪神に属し、「京都」と  
いう多くの人々がある程度イメージしやすい「地の利」を生かした「京野菜ブランド」の  



























は必要なことであろう．。しかしそこに、この戦略の限界が潜んでいるのである－〕   
スーパーや生鮮食料店に行くと、いくつか「京野菜」と表示された農産物がある。，しか  
し、注意してみると「シール」の貼られているものと、貼られてないものがある。これは、  
一般の消費者にはよく知られていない事情があるからなのである〔＝，   
京都には生鮮食料品を扱ういくつかの小売業者が「京野菜販売協同組合」を結成してい  
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る（。その組合の「マーク」の下、中央市場で入荷した京都産の農産物を仕入れ、ブランド  
シールのない農産物もシールつきの農産物とともに販売している。消費者は、たいてい両  






品質管理、販売促進活動に細心の注意を払いながら展開しなければならないのであるり   
独自のヒアリング調査によると、両者のなかには、お互いにより有機的連携を強めた方  
が良いと考えもあるという．。しかし、産直商品に「シール」を付けることを認めず、農協  

















送品は欠かすことのできない商品となっている（，   
他にも会員組織を作って特定の農産地、あるいは農家と契約し農産物を購入する形態や、  
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なったのである。   














第3次産業をも取り込む必要がある－＝｝   
第2次産業を視野に入れた農産物の高付加価値戦略を具体的に言うと、たとえば地域の  
特産物を加工し、供給するという方式が挙げられる（〕   
加工による高付加価値化とは、「安定した生産基盤を背景として、地場産業の農産物を  









季節物商品が多いため少なからず限界があるようである。   
しかし、それだけで諦めてはならない（〕規格外の農産物、副産物を利用することにより  
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第3章 消費者との交流  
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組み、取り扱い品目を地域特性を反映して多様化することにより、地域農業の複合化と農  
産加工事業など第2次産業の創造による就業機会の拡大に貢献している。   
以上の取り組みから学ぶ点は、単位農協同士が協力し、生協など「異種」協同組合とと  
もに地域を守り発展させようという協同組合理念にもとづく役員のリーダーシップと産  
消提携の仕組みづくりである．⊃   
京都をはじめ、ブランド戦略を採用している地域がこの事例から学ぶ点は少なくはない  
はずである。消費者団体の中でも主婦がその中心である生協との操携によって、生産者は  




から考えても、交流は産直活動の基本に置かれている。   
通常、産直交流は、「産地見学会」の形をとって行われる（。消費者のグループが産地農  
家を訪問し、栽培や出荷の状況を見学しながら、そのあとの交流集会の中で対話すること  
によって信頼関係を深めようとする場合が多い（、   
この産直交流活動の効果を改めて分析すると、次のように整理できる7（〕  
1）生産者（農家）の立場の理解   
重労働・低所得・流通経路の不明瞭性、現実（農薬・除草剤散布）の理解など｛〕  
2）消費者の立場、消費者ニーズの把握   
有機・低農薬農産物への潜在的な深い期待、本物志向などの理鯨〕  
3）対話による相互の信頼関係の醸成と現実的解決策の相互提案、共通方針の形成   
どういう場合に農薬を散布するのか、農薬を抑えることによる外観の悪化を本当に消費  
者は無視してくれるかなどの対話を通じて、栽培基準や出荷基準などを作ること（‥，  








第2節 「産消提携」の新展開   
商品開発への組合員参加方式は、生協活動の特徴のひとつといっても一よいだろう（二，京都  
生協では90年度から「コープテスター制度」（現在約2，000名）を導入し、使用テスト  















なる組織のことを言う。   
平成2年度から農業・農村活性化農業構造改善促進対策が実施され、21世紀村づくり塾  
の運動が開始された。京都府下でも同年9月に京都塾が発足し、平成5年度までには計17  





うかがえる8（＝，   
村づくり活動のポイントは、1）不利な条件を逆手にとる、2）Uターン組の活用と交  
流の推進、3）核となる農林水産物・加工品の発掘、4）マーケテイング戦略の重点化、  
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スク、安全性は目に見えないがゆえに、そして因果関係が科学的に必ずしも明確にされず、  
チェックできないがゆえに、消費者はさまざまな不安を抱くことになる（。   
農産物のブランド化は生産者がこうした消費者の要求に対応し、より安全で質の高い農  
産物を作り、それを売り物にするシステムの1つである。，   
しかし、ブランドさえ付ければうまく販売できるはずだと簡単に考えてはならない。，商  
品の選び方も届け方も保証するという自信と章任が伴うものである。その対価に消費者は、  
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